
　

令 和 ２ 年 度 行 政 評 価 （ 令 和 元 年 度 対 象 ） シ ー ト

政策 7 つながりを大切にするまちをつくる Ⅲ　令和元年度の主な取組結果
施策 701 市民参加・市民協働の推進 主担当課：

■
■
■

■
■
■

■

【市民協働推進費】
清須市市民協働指針の副読本として「清須市市民協働マイプラン」を作成し、各種イベントや職員研修等で活用した。
市民協働を推進する上での基礎知識、実践方法等を庁内で浸透させるため、新規採用職員等を対象として研修を実施した（参加者数：47人）。
「交流・仲間づくりの場」「情報・課題を共有、発信できる場」を目標とした清須市協働テラスを開催した（前期４回、後期１回）。なお、後期について
は、専門的な知識を持つＮＰＯ法人に開催を委託した。
広報紙に枠を設けて（市民協働だより）、協働テラスの開催案内や実施報告、市民団体の紹介を行った（毎月）。
市民協働の取組状況を把握するため、全庁を対象とした調査及びヒアリングを実施した。
清須市ボランティア連絡協議会が主催する新規イベントの開催にあたって、月１回の定期ミーティングへの参加とイベント開催時のブース出展により協力を
行った。
市の計画策定にあたって、市民や学生を対象としたワークショップ（公共施設個別施設計画：参加者12人、地域公共交通計画：参加者22人、第２期子ども・
子育て支援事業計画：参加者10組（子と保護者））や、パブリック・コメント（第２次総合計画、行財政改革推進プランなど計７件）を実施した。

○施策の目指す姿
多様な機会・場所を通じて市民が積極的に市政に参加できる環境づくりや市民協働の取組が進み、市民と市
の交流が活性化しています。

○施策の展開
1 市民ワークショップ等の開催

2 市民協働による事業実施の検討

3 市民参加・市民協働に係る情報発信力の強化

企画政策課

4 交流拠点づくりの推進
Ⅳ　事務事業評価

5 市民協働推進体制の構築
※達成状況については、目標値を上回る･･･◎、目標値を達成･･･○、目標値を下回る･･･▲としている。

活動指標① 活動指標②○令和２年度　事務事業評価実施事業（令和元年度対象）
［執行率（％）］

1 市民協働推進費
平成30年度 令和元年度

6 行政出前講座の開催

事業名

決算額（千円）

R1目標値 R1実績値と達成状況 R1目標値 R1実績値と達成状況

市民協働推進費
－ 977

交流の場（市民協働テラス）の開催回
数（回）

職員研修の実施回数（回）

Ⅰ　施策の関連データ・施策を取り巻く状況
－ ［96.9］ 12 5 ▲ 2

平成30年度 令和元年度

23 23 22 21 20

1 ▲

○施策の関連データ
事業の有効性

の評価

市民協働に係る交流の場の開催等を通じて、行政・自治会・企業・ボランティア団体など多様なまちづくり主体間の関係
構築、課題や情報等の共有、庁内外の意識醸成等を図ることにより、市民参加・市民協働を総合的に推進することができ
る。アダプト・プログラム参加団体数

（団体）※清須市調べ

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業実施にあたり
工夫した点

協働テラスについて、前期４回は、より多くの方に参加してもらえるよう西枇杷島・新川・清洲・春日の各地区ごとで開
催し、後期は、市内全域の市民、企業及び学校が一堂に会することができるよう１か所で開催したことにより、それぞれ
の回において特色のある協働テラスを開催することができた。行政出前講座開催回数（講座）※

清須市調べ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

73 52

○施策を取り巻く状況（基本計画策定時からの変化など）

40 28 31

■

■
■

■

本市では、これまでも様々な行政分野において、様々な形で市民との協働によるまちづくりを進めるとともに、平成27
年１月には「市民協働指針」を策定するなど、市民協働を推進してきた。
更なる市民協働の推進に向けて、平成30年４月から企画政策課内に市民協働係を設置した。
市民ニーズが多様化・高度化し、地域のつながりが希薄化する中で、行政または市民だけでは解決できない地域社会の
課題へ適切に対応するため、市民参加・市民協働の取組を一層推進する必要がある。
市民参加・市民協働の一層の推進に向けては、市民参加を促すためのきっかけづくりや、行政と市民の情報共有や交流
を積極的に行う必要がある。

Ⅱ　達成度指標の状況
※達成状況については、目標値を上回る･･･◎、目標値を達成･･･○、目標値を下回る･･･▲、現状値を把握していない･･･－としている。

達成度指標 基準値

ボランティアや会議等を通じて、市の取組
に参加したことがある市民の割合

25.1％
（平成28年度）

↗
（平成30年度）

－ 22.6％
（平成30年度）

－

－ ▲

▲

市民満足度調査における満足度 20.6％
（平成28年度）

↗
（平成30年度）

－ 20.5％
（平成30年度）

前期計画
目標値

実績値 目標値の
達成状況平成29年度 平成30年度 令和元年度

前期計画期間の
達成状況の分析

■

■

■

第６回（平成30年度）市民満足度調査における満足度は、前回調査より0.1％減少した。なお、「満足し
ている・やや満足している」と回答した人を年齢別で見た場合、30歳代（18.0％）、40歳代（19.3％）、
50歳代（10.7％）の割合が低く、70歳代以上（29.5％）の割合が一番高くなっている。
また、「ボランティアや会議等を通じて、市の取組に参加したことがある」と回答した人の年齢別の割合
は、年齢に比例して高くなっており、特に70歳代以上については、そのうち36.4％を占めている。
引き続き幅広い年齢層が参加できる取組や、取組に参加しやすい環境づくりを進めるとともに、市民参加
や市民協働に対して、意欲はあるが時間や情報がないのか、そもそも意欲がない・無関心なのかといっ
た、施策に対して「どちらともいえない」「不満」と感じる理由や、市の取組に参加しない理由を見極め
たうえで、市民への適切なアプローチや施策の展開を検討する必要がある。

Ⅴ　施策の評価と今後の方向性

■

■

■

■

■

市民等と行政の情報共有や交流を促進するため、協働テラスを継続的に開催し定着を図るとともに、協働テラスの開催とあわせて、協
働テラスの内容や実施方法などを市民と協働して検討する「企画運営ミーティング」を実施する。
新規事業の開始時だけではなく既存の事業も含めて、市民協働による事業の実施に向けて検討を進めるため、まずは基盤となる中期的
なロードマップを作成し、市民協働推進体制の基本モデルの構築を図る。
市民の積極的な市政への参加や、市民協働についての理解を促進するため、引き続き広報紙やホームページを通じて、市の取組や市民
団体の紹介を行うとともに、ハンドブックなども活用しながら積極的な情報発信に努める。
平成30年度から実施している職員を対象とした研修については、ＮＰＯ法人に講師を依頼して実施しており、受講後のアンケートでは
約98％が市民協働に関する理解が深まったと回答している。今後も、引き続き分かりやすい研修の実施に努めるとともに、全庁を対象
とした調査及びヒアリングの結果などを踏まえて、より効果的な研修となるよう内容を検討し、職員の意識の醸成を図る。
計画等の策定においては、市民と行政との対話や市民相互の対話の場としてワークショップを開催するなど、引き続き市民参加の積極
的な推進を図る。



　

令 和 ２ 年 度 行 政 評 価 （ 令 和 元 年 度 対 象 ） シ ー ト

政策 7 つながりを大切にするまちをつくる Ⅲ　令和元年度の主な取組結果
施策 702 広報・広聴活動の充実 主担当課：

■
■
■

■
■

■

■

【広報紙発行費】
毎月１日に広報紙「広報清須」の発行・全戸配布を実施した。
ホームページのバナー及び広報紙への有料広告掲載を実施した。
ホームページやツイッターにより、各種お知らせや市政情報を発信した。（ツイッター活用実績：市イメージキャラクター「きよ丸・
うるるん」によるイベント等の紹介 83件、フォロワー数 538人(令和２年５月末現在)）
市内18箇所の公共施設に設置した声のポスト(79件)や、ホームページからのご意見メール（178件）による広聴活動を実施した。
清須市第２次総合計画後期基本計画をはじめとする行政計画（７計画）の策定過程において、パブリックコメントを実施した。
【元気な清須ふるさと応援費】
ふるさと納税寄附者に対し、寄附金額に応じた返礼品を贈呈した。また、返礼品については、国が示す基準に適合するため品目や寄附
金額の見直しを実施した。
平成30年の寄附者宛てに寄附項目の事業内容等を記載した礼状を送付した。

市民が読みやすい広報づくり

3 広聴活動の充実

人事秘書課
○施策の目指す姿

多様な広報媒体を通じて、市民に市政情報が届けられ、アクセシビリティも向上し、市民の市政に対する関
心や参加の意識が高まっています。

○施策の展開
1 市民が必要とする情報の積極的な発信

2

4 市民満足度調査の実施
Ⅳ　事務事業評価

5 「きよ丸」と「うるるん」の積極的な活用
※達成状況については、目標値を上回る･･･◎、目標値を達成･･･○、目標値を下回る･･･▲としている。

活動指標① 活動指標②○令和２年度　事務事業評価実施事業（令和元年度対象）
［執行率（％）］

1 広報紙発行費
平成30年度 令和元年度

6 ふるさと納税制度を通じたＰＲの推進

事業名

決算額（千円）

R1目標値 R1実績値と達成状況 R1目標値 R1実績値と達成状況
2 元気な清須ふるさと応援費

広報紙発行費
22,128 24,057 広報紙の発行部数（部） 市民記者数（人）

Ⅰ　施策の関連データ・施策を取り巻く状況
［93.7］ ［97.0］ 365,040 364,095 ▲ 7

平成30年度 令和元年度

348,865 351,675 358,690 361,395 364,095

6 ▲

○施策の関連データ
事業の有効性

の評価
市からの各種お知らせや情報提供を行う広報紙の発行により、市民の市政に対する関心や参加意識を高めるとともに、市
の魅力や施策を市内外に広く発信することができる。

広報紙の発行部数（部）※清須市
調べ

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業実施にあたり
工夫した点

広報紙の発行にあたっては、市民記者による記事を掲載するなど、市民に興味を持っていただけるような紙面づくりに努
めた。また、有料広告を掲載するなど、財源の確保を行った。

ホームページのアクセス件数
（件）※清須市調べ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

587,863 632,439 返礼品の協賛事業所数（年度末・事業
所）

新規の返礼品数（品）

○施策を取り巻く状況（基本計画策定時からの変化など） ［86.4］ ［89.6］ 18 13 ▲ 10 33

755,286 1,350,467 1,184,585 元気な清須ふるさと応
援費

27,975 8,884

◎

事業の有効性
の評価

全国的に関心の高いふるさと納税制度の活用を通じて、市外の方に対して市と市の特産品をＰＲし、広く認知度の向上が
図られることにより、市内商工業の活性化につなげることができる。

■

■

■

■

世帯数の増加により、広報紙発行部数は増加傾向にある。ホームページは、平成26年度からＣＭＳ（所管課でコンテンツ作成
ができるシステム）を導入し、リアルタイムな情報提供により、アクセス数も近年増加傾向にある。
今後は、ニーズの変化に対応した新たな情報発信媒体の導入を進めるとともに、更なる市民サービスの充実やスマート化に向
けて、従来のような行政側からの情報発信のみに留まらない運用を検討していく必要がある。
愛知県では、ＡＩ・ロボティクスを活用したシステムを低コストで効率的に導入、利用することを目的に、県内全市町村が参
加する「あいちＡＩ・ロボティクス連携共同研究会」を平成31年に設置し、ＡＩ総合案内サービス等を共同利用するための準
備を進めている。
ふるさと納税制度について、全国的に返礼品競争が過熱している状況を踏まえて、国は、基準に適合した地方団体をふるさと
納税（特例控除）の対象として指定する「ふるさと納税に係る指定制度」を令和元年６月に創設した。

事業実施にあたり
工夫した点

返礼品の協賛事業所数を増やすため、既に協賛済みの事業所や商工会から市内事業所を紹介してもらい、積極的に訪問・
制度説明を行った。また、ＳＮＳや新聞、テレビ等のメディアが発信する市内事業所等に係る情報の収集に努めた。

Ⅱ　達成度指標の状況
※達成状況については、目標値を上回る･･･◎、目標値を達成･･･○、目標値を下回る･･･▲、現状値を把握していない･･･－としている。

達成度指標 基準値

広報清須の紙面が読みやすいと思う市
民の割合

54.4％
（平成28年度）

↗
（平成30年度）

－ 56.8％
（平成30年度）

－

－ ▲

○

市ホームページのアクセス件数 587,863件
（平成27年度）

↗
（令和元年度）

755,286件
（平成29年度）

1,350,467件
（平成30年度）

1,184,585件
(令和元年度)

市民満足度調査における満足度 29.0％
（平成28年度）

↗
（平成30年度）

－ 28.6％
（平成30年度）

前期計画
目標値

実績値 目標値の
達成状況平成29年度 平成30年度 令和元年度

2,700件
（令和元年度）

2,565件
（平成29年度）

4,447件
（平成30年度）

981件
（令和元年度）

▲

◎

前期計画期間の
達成状況の分析

■

■

■

広報清須の紙面の読みやすさについては、市民満足度調査においても半数以上の方が読みやすいと感じて
おり、平成27年から実施している紙面のカラー化や、平成27年６月号から開始した市民記者による市民目
線の記事の掲載などの取組の成果が表れている。
ホームページのアクセス件数は、平成26年に実施したホームページのリニューアル後、順調な伸びを見せ
ており、今後もアクセシビリティの向上などに努めていく。
ふるさと納税制度において、国が示す基準に適合するため返礼品の見直し等を実施したところ、寄附件数
は前年度から大幅に減少した。一方、全国的に見直しが行われた影響や、新規の協賛企業及び返礼品の開
拓に努めたことにより、見直し後の令和元年度の寄附実績は、平成30年度の実績のうち見直しの必要がな
かった返礼品への寄附と比べて、件数・金額ともに増加した。

Ⅴ　施策の評価と今後の方向性

■

■

■
■

■
■

ふるさと納税による寄附件数 925件
（平成27年度）

広報紙やホームページなど、様々なツールでの情報の提供や収集を継続して行うとともに、ＬＩＮＥ公式アカウントの利用など効果的
なツールの活用を進める。
ＬＩＮＥ公式アカウントの活用方法として、市の管理する道路・公園の不具合に関する情報提供を市民から受け付ける、市民通報シス
テム(愛称：スマレポきよす)を令和２年度から開始する。
広報紙の発行にあたっては、市民が読みやすい紙面づくりに向けて、定期的に特集記事を設けるよう努める。
ホームページについては、月別・時間別・曜日別のアクセス件数や、リンク先・検索エンジン・検索語の種類などのデータを活用しな
がら、内容の充実に努めていく。
県下39市町村との共同利用によるＡＩ総合案内サービスについて、令和２年11月からの運用開始に向けた準備を進める。
ふるさと納税制度の活用については、国の基準に沿った運用の中で、より多くの方に清須市を応援していただけるよう、市独自の魅力
ある新規返礼品の設定などに取り組む。



　

令 和 ２ 年 度 行 政 評 価 （ 令 和 元 年 度 対 象 ） シ ー ト

政策 7 つながりを大切にするまちをつくる Ⅲ　令和元年度の主な取組結果
施策 703 自治・コミュニティ活動の振興 主担当課：

■

■

■

【自治活動費補助金】
市内38ブロックに対する自治活動費補助金については、各ブロックが実施する補助対象事業｛「安心して暮らせる事
業」（防災訓練など）、「自然と共生し、住みやすく文化的環境を整備する事業」（盆踊りなど）、「健康で思いやり
あふれる事業」（運動会など）｝の内容を十分精査し、適正に補助を実施。
【コミュニティ施設費】
地区集会所補助金については、西枇杷島第２ブロックの問屋町集会所新設及び西枇杷島第１ブロックの郷一集会所修
繕、郷二集会所修繕並びに郷三集会所修繕に対して補助を実施。
一般財団法人自治総合センターからの助成を受けて実施するコミュニティセンター新設等に対する補助については、西
枇杷島第２ブロックの問屋町集会所新設、備品等の整備に対する補助については、寺野ブロックの寺野コミュニティセ
ンターに保管する備品の整備に対して補助を実施。

○施策の目指す姿

自治・コミュニティ活動が活発化し、住民自治の促進と地域住民の融和が図られています。

○施策の展開
1 自治・コミュニティ活動への支援

2 自治・コミュニティ意識の啓発

3 地区集会所整備への支援

総務課

Ⅳ　事務事業評価
※達成状況については、目標値を上回る･･･◎、目標値を達成･･･○、目標値を下回る･･･▲としている。

活動指標① 活動指標②○令和２年度　事務事業評価実施事業（令和元年度対象）
［執行率（％）］

1 自治活動費補助金
平成30年度 令和元年度

事業名

決算額（千円）

R1目標値 R1実績値と達成状況 R1目標値 R1実績値と達成状況
2 コミュニティ施設費

自治活動費補助金
55,658 56,779

ブロックが実施する補助対象事業数
（事業）

Ⅰ　施策の関連データ・施策を取り巻く状況
［95.8］ ［96.6］ 114 112 ▲

平成30年度 令和元年度

11 5 6 9 4

○施策の関連データ
事業の有効性

の評価

各ブロックが実施する防災訓練及び防犯活動等、環境をよくする活動等、スポーツ・健康を増進する活動等の３種類の事
業に対して、統一的な補助制度による支援を行うことにより、各ブロックの活動が活発に展開され、住民自治の促進と地
域住民の融和を図ることができる。地区集会所整備に対する補助件数

（件）※清須市調べ

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業実施にあたり
工夫した点

各ブロックが補助金を申請する際に、実施する事業が補助対象事業となるかなど、助言・指導を積極的に行うことによ
り、補助金を適正かつ最大限に活用できるよう努めた。

自治会等加入世帯数（世帯）※清
須市調べ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

－ 24,783 地区集会所整備に対する補助件数
（件）

○施策を取り巻く状況（基本計画策定時からの変化など） ［98.1］ ［100.0］ 9 4 ▲

25,628 25,790 26,669
コミュニティ施設費

8,740 29,217

事業の有効性
の評価

地区集会所は各地区のコミュニティ活動の拠点となる施設であり、施設の新設、修繕及び備品の購入に対して支援を行う
ことにより、地区集会所を中心に各地区のコミュニティ活動が活発に展開され、地域住民の相互交流を図ることができ
る。

■

■

■

本市には38のブロック（複数の自治会等で構成する組織）があり、地域の活動を支えている。ブロックを単位とした活
動を促進することにより、防災対策や地域福祉等、地域住民が連携する取組が活発に行われている。
ブロックを構成する自治会等の組織が94あり、それぞれの地区集会所等の整備費を補助することによって、自治コミュ
ニティの財政負担を軽減し、地域活動を活発にしている。
課題としては、自治会等に加入しない世帯が増えていることや、自治会長などの受け手不足が挙げられる。

事業実施にあたり
工夫した点

補助対象の選定にあたっては、いくつかの基準を設け点数化を行い、点数の高い事業から選定している。これにより、緊
急性など優先度の高いブロックから補助対象として選定するよう努めた。

Ⅱ　達成度指標の状況
※達成状況については、目標値を上回る･･･◎、目標値を達成･･･○、目標値を下回る･･･▲、現状値を把握していない･･･－としている。

達成度指標 基準値

ブロックや自治会等の活動に参加して
いる市民の割合

37.5％
（平成28年度）

↗
（平成30年度）

－ 39.0％
（平成30年度）

－

－ ▲

○

自治会等への加入率 88.4％
（平成27年度末）

↗
（令和元年度末）

88.6％
（平成29年度末）

88.1％
（平成30年度末）

90.0％
（令和元年度末）

市民満足度調査における満足度 25.3％
（平成28年度）

↗
（平成30年度）

－ 22.7％
（平成30年度）

前期計画
目標値

実績値 目標値の
達成状況平成29年度 平成30年度 令和元年度

○

前期計画期間の
達成状況の分析

■ ブロックや自治会等の活動に参加している市民の割合は、若干増加しているが、自治会等への加入
率については、同程度で推移している。今後も円滑な自治活動を継続していくためには、自治・コ
ミュニティ活動に係る啓発に努め、自治会等への加入率・参加割合を維持していく必要がある。

Ⅴ　施策の評価と今後の方向性

■

■

■

自治活動費補助金を活用したコミュニティ振興のための取組は、各ブロックにおいて活発に展開されているものの、今
後は各ブロックのニーズに合わせた補助内容のあり方を検討するなど、今まで以上に各ブロックが補助金を活用しやす
い環境を整備し、コミュニティ活動をより活発なものにしていく必要がある。
コミュニティ施設費については、補助や助成の要望件数が多い場合、いくつかの基準による選定の上、補助・助成ブ
ロックを決定している。引き続き、各ブロックが要望する事業内容を十分に精査し、計画的な地区集会所の整備に努め
ていく。
自治会等から補助金について相談を受けた際には、補助金の使い方などについて丁寧な対応を心がけ、少しでも多くの
補助が受けられるよう、アドバイスをしていくことが必要である。



　

令 和 ２ 年 度 行 政 評 価 （ 令 和 元 年 度 対 象 ） シ ー ト

政策 7 つながりを大切にするまちをつくる Ⅲ　令和元年度の主な取組結果
施策 704 市民ニーズに応える行政運営の推進 主担当課：

■
■

■

■

■

【行政改革推進費】
行政改革の推進に関する重要事項について調査・審議を行うため、行政改革推進委員会を開催（８月、11月、１月、３月）。
行財政改革の方向性と、必要となる具体的な取組項目を定めた行財政改革推進プラン（第４次行政改革大綱）（令和２年度～令和６年度）を策
定。
【コンビニ交付システム費】
コンビニ交付システムを導入し、コンビニなどでの各種証明書発行サービスを開始。
【公共施設マネジメント推進費】
公共建築物全体の規模・配置等の適正配置に係る方針や、個々の施設の長寿命化等の整備に係る概算費用などを踏まえ、公共施設個別施設計画
（令和２年度～令和13年度）を策定。なお、策定にあたっては、公共施設個別施設計画（仮称）策定委員会を開催（７月、11月、３月）。
【職員研修費】
県自治研修所等における各種研修への職員派遣や、特定課題に対応した市独自の研修（接遇研修、管理職マネジメント研修）等を実施。

○施策の目指す姿
市民のニーズにきめ細やかに対応しながら、計画的・効率的な行政運営と持続可能な財政運営が行われ、市
民サービスの質が向上しています。

○施策の展開
1 電子自治体の推進

2 行政改革の推進

3 公共施設等の総合的かつ計画的な管理

企画政策課

4 職員の育成
Ⅳ　事務事業評価

5 市民が利用しやすい市役所づくりの推進
※達成状況については、目標値を上回る･･･◎、目標値を達成･･･○、目標値を下回る･･･▲としている。

活動指標① 活動指標②○令和２年度　事務事業評価実施事業（令和元年度対象）
［執行率（％）］

1 行政改革推進費 3 公共施設マネジメント推進費
平成30年度 令和元年度

事業名

決算額（千円）

R1目標値 R1実績値と達成状況 R1目標値 R1実績値と達成状況
2 コンビニ交付システム費 4 職員研修費

行政改革推進費
236 376 行政改革推進委員会の開催回数（回）

Ⅰ　施策の関連データ・施策を取り巻く状況
［78.8］ ［81.4］ 4 4 ○

平成31年 令和２年

443 441 450 454 450

○施策の関連データ
事業の有効性

の評価
行政改革を推進することにより、行政サービスの質を高めるとともに、経営資源を効率的・効果的に配分し、持続可能な
行財政運営を推進することができる。

清須市の職員数（人）
※清須市調べ〈各年4月1日〉

平成28年 平成29年 平成30年

事業実施にあたり
工夫した点

庁内において密接に連携を図り、各所管課と課題を共有しながら行政改革を推進した。
清須市の財政力指数
※清須市調べ〈単年度〉

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

0.93 0.90 コンビニ交付証明書の発行数（通）

○施策を取り巻く状況（基本計画策定時からの変化など） － ［98.9］ 237 178 ▲

0.89 0.89 0.88 コンビニ交付システム
費

－ 32,274

事業の有効性
の評価

個人番号カードを利用して、コンビニエンスストアなどでの証明書発行サービスを実施することにより、市民の利便性の
向上及び窓口業務の効率化を図ることができる。

■

■

■

■

少子・高齢化の進展に伴う扶助費等の増加や、令和２年度をもって終了する市町村合併に対する財政措置の終焉等を見据えて、第２次
総合計画を核とする行政運営マネジメントにより、限られた経営資源を効率的・効果的に配分するなど、持続可能な財政基盤の確立に
向けた取組を進めている。
第２次総合計画の推進にあたり、その下支えとなる行財政基盤の構築に向けて、「清須市行財政改革推進プラン（清須市第４次行政改
革大綱）」を令和２年３月に策定し、市の行財政改革の方向性と24項目の具体的な取組を定めている。
人口の見通しや財政状況等を踏まえた長期的な視点をもって、公共施設等の更新・統廃合・長寿命化などを総合的かつ計画的に行うた
め、公共施設等の管理方針や具体的な縮減目標を定めた「清須市公共施設等総合管理計画」を平成29年３月に策定し、着実に取組を推
進している。
また、令和２年３月には、公共施設等総合管理計画をより掘り下げた公共建築物に係る具体的な計画として「清須市公共施設個別施設
計画」を策定した。

事業実施にあたり
工夫した点

証明書発行サービスの開始にあたっては、サービスの利便性等とあわせて個人番号カードの取得方法をＰＲするなど、個
人番号カードの普及促進にも努めた。

公共施設マネジメント
推進費

12,923 9,907 個別施設計画の策定の進捗

［94.2］ ［97.1］ 公共施設個別施設計画
の策定完了

公共施設個別施設計画
の策定完了 ○

事業の有効性
の評価

効率的・効果的な施設の適正配置の推進及び個別施設計画などの策定を進めることで、老朽化が進んでいる公共施設など
の安全性及び機能性の確保に資するとともに、公共施設などの統廃合などによる施設総量を最適化し、財政負担を軽減・
平準化するための過程を進めることができる。Ⅱ　達成度指標の状況

※達成状況については、目標値を上回る･･･◎、目標値を達成･･･○、目標値を下回る･･･▲、現状値を把握していない･･･－としている。

事業実施にあたり
工夫した点

計画策定にあたっては、関係職員を構成員とした策定調整会議を開催し、所掌事務に係る調査や検討等を行うなど、庁内
で連携を図りながら策定を進めた。達成度指標 基準値

市の施策全般について、事業効果を高める工夫や、効率
的な事業実施の工夫ができていると思う市民の割合

22.4％
（平成28年度）

↗
（平成30年度）

－ 23.1％
（平成30年度）

－

－ ▲
［70.6］

○ 事業の有効性
の評価

研修を通じて、職員一人ひとりの能力を高め、組織力の強化を促進することができる。

公共施設等総合管理計画に基づく個別
施設計画の策定

－ 順次策定
（令和元年度）

施設の劣化状況
調査等の実施

策定作業の実施
個別施設計画の

策定

市民満足度調査における満足度 21.0％
（平成28年度）

↗
（平成30年度）

－ 20.5％
（平成30年度）

前期計画
目標値

実績値 目標値の
達成状況平成29年度 平成30年度 令和元年度

68 ◎［51.6］ 3

◎ 事業実施にあたり
工夫した点

階層別の研修に加え、特定の課題に対する能力の向上を目的とした市独自の研修を実施した。また、専門的な知識の向上
や新しい行政課題等に的確に対応するため、愛知県自治研修所などが主催する派遣研修に職員を派遣した。

2
職員研修費

1,007 448 市独自研修の実施回数（回） 派遣研修の受講者数（人）

▲ 45

前期計画期間の
達成状況の分析

■

■

市の施策全般について、事業効果を高める工夫や、効率的な事業実施の工夫ができていると思う市
民の割合が前回調査から若干増加したことは、取組の一定の成果と評価できるものの、「どちらと
もいえない」と回答した方の割合は50.8％と半数を占めており、取組自体を知らない方も多いと思
われることから、引き続き情報発信に努めていく必要がある。
施設の劣化状況調査等の結果や、平成30年度から計６回に渡って開催した策定委員会及び令和２年
２月頃に実施したパブリック・コメントにおける意見等を踏まえながら、目標どおり令和元年度中
に公共施設個別施設計画を策定した。

Ⅴ　施策の評価と今後の方向性

■

■

■

■

行政評価結果の公表などにより、市の施策・事務事業の取組状況を積極的に発信し、市民との情報共有を図るととも
に、定期的に市民満足度調査を実施し、市民ニーズの把握に努めていく。
時代の変化への対応と市民サービスの充実や持続可能な財政基盤の確立など、第２次総合計画の推進の下支えとなる行
財政基盤の構築に向けて、行財政改革推進プラン（第４次行政改革大綱）で定める取組を着実に実施する。
公共施設等総合管理計画及び公共施設個別施設計画に基づき、公共施設の統廃合・複合化を計画的に進め、施設総量・
施設配置の最適化を図るとともに、今後も存続させる施設については、予防保全型管理を行い、長期にわたり安全に使
用できるよう計画的に修繕・改築を実施していく。
職員の資質向上に向けて、引き続き質の高い研修を実施するとともに、人事評価制度の適正な運営に努める。


